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本研究は，現職教員の成長に関する研究動向を整理することを目的とした。そこで，1997
年から 2018 年の約 20 年間における国内学会誌，博士論文を対象にシステマチックレビ

ューを実施した。その際，Randolph（2009）の質的な先行研究レビューの方法論を援用

し，選定された 104 編の論文を対象に，①リサーチクエスチョン，②研究方法，③成長を

促した要因や経験に関する知見について分析した。

その結果，①リサーチクエスチョンとしては，教員の「学習や経験」や，それらを支え

る「研修」が多数を占めていた。②方法論としては，質的研究と混合研究が 75.4％を占め

ていた。③成長を促した要因や経験としては，「同僚性」と「省察経験」が明らかとなっ

た。また今後の課題として、各教科教育における現職教員の成長に関する研究動向を整理

していく必要性が示唆された。

キーワード：現職教員の学習，経験，研修，同僚性，省察経験，混合研究法
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An Analysis of Research Trends on the Development of In-service Teachers 
Professional Competence 

―Focusing on the Period between 1997 and 2018― 
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This study aims to explore research trends on the in-service teachers’ professional 

development. Therefor systematically reviewing was conducted covering Japanese academic 

journals and doctoral dissertations published between 1997 to 2018. In this study, the methodology 

for qualitative review of earlier studies proposed by Randolph (2009) was employed and selected 

104 papers were analyzed in terms of (1) research questions, (2) research methods, and (3) factors 

and experiences that spur teachers’ professional development. 

The results revealed that (1) research questions in most studies concerned “learning and 

experience” and “teacher training which influenced on them,” (2) qualitative research and mixed 

method studies accounted for 75.4% of all researches, and (3) “collegiality” and “experience of 

self-reflection” were presented as major factors that promoted teachers’ professional growth. In 

addition, as a future task, the need for explore each subject’s research trends on the development 

of in-service teachers’ professional competence were indicated. 
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現職教員の成長に関する研究動向の分析 

1. 緒言 

 我が国では，1997 年から 1999 年に教育職員

養成審議会（以下 教養審）において， 3 つの

答申が出され，教員の資質能力の育成と向上が

強く求められてきた。また、これら教養審の答

申を基軸として，2000 年以降の教師教育改革

が進められてきた。さらに，これらの答申を背

景に，1997 年以降，我が国の様々な研究領域１）

において，教員の成長過程やそれを促進，阻害

する要因を対象とする研究が蓄積されてきた

（吉田，1999；山崎，2002；秋田，2006；鈴木，

2010；高見，2010；岡崎，2012；若木，2017 な

ど）。それに伴い，現在では関連のレビュー論文

もみられるようなった（米田，2005：山崎，2009；
伊藤，2012；北澤・鈴木，2013；木原，2015；
小柳ほか，2015；瀬川・河村，2016 など）。 

このような研究蓄積の中で，本研究では現職

段階に着目し，教員の成長過程に関する研究成

果や研究方法を整理することとした。その際，

「職能，力量，資質能力といった量的な概念の

向上や形成」（朝倉，2016）に加え，教職生活に

おける個々の「教育実践を基軸とした変容過程」

（今津，1996a）や「過去や現在の営みの分析を

出発点として新しい教育実践を切り拓くこと」

ができるようになること（木原，1998）といっ

た教員の経験や学びを指すものを「成長」と捉

えた。上記の一連の答申において教員の大量採

用を前に，現職教員の研修カリキュラムの開発

がもとめられていた。また，このような背景の

もと，「現職教育が教師教育の主要な段階として

位置づいている」との指摘（佐藤，2015）や採

用以降の現職教員への支援方法，成長を促す要

因を探る研究の重要性が指摘されている（姫野・

益子，2015；和井田，2015；鹿毛ほか，2016）。 
この現職段階に関連して姫野（2002）は，教

員の成長に関する研究動向を幅広く整理する必

要性から，教員の成長に関する教育社会学，教

育工学，認知心理学の研究動向を整理している。

しかし，教員の成長に関する研究は，姫野（2002）
の対象とした研究領域以外でも行われている。

そのため姫野は，自身が取り上げることのでき

なかった研究領域を含め，先行研究を整理して

いく必要性を指摘していた。 
この指摘に対応しては，教員の成長を捉える

焦点として，知識，信念，意思決定，省察等に

着目し，教員の成長に関する研究動向が整理さ

れている（藤木，2000；カン，2003；坂本，2007；
島田，2009；佐々木，2012；児玉，2015）。し

かし，それらの研究においても，研究の焦点２）

別に研究方法が整理されるとともに教員として

の力量形成や成長を促す要因や教員の成長に有

効な経験を示唆することにとどまっている。 
このように，ここ 20 年あまりの教師教育に

対する学問的な関心は高まってきた（小柳ほか，

2015）。加えて，多様な研究領域において教師教

育が研究対象とされるようになってきた。その

結果，多様なアプローチが教師教育に厚みを与

える（油布，2017）と指摘される状況が生み出

されている。他方で，教師教育に対する関心や

研究方法の多様化現象は，研究領域や研究の焦

点を超えて教員の成長に関する研究成果の共有

を困難にしている。実際，それを試みた研究は

姫野（2002）の研究以降，見当たらない。また，

姫野（2002）の研究も 3 つの研究領域に限定し

たものである。更に，研究方法に関しても姫野

（2002）は，各研究領域で共通して用いられて

いる手法があると指摘し，個別の研究領域を超

えて適用されている研究方法が確認されていな

いと述べている。油布（2017）や四方田ほか

（2015）が指摘するように，リサーチクエスチ

ョンに最も適した研究方法の選択が求められて

いるにもかかわらず，上記のような状況では，

リサーチクエスチョンと研究方法との整合性を

把握することが困難だといえる。そのため現時

点では，今後の教師教育の方向性を模索してい

くためにも，研究領域，研究の焦点を限定せず

現職教育に関する研究動向を分析し，その成果

や課題を明らかにしていくことに意義がある。 
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2. 目的 

本研究は，現職教員の成長に関する研究動向

を分析整理し，その成果を踏まえ，今後の研究

課題を明らかにすることを目的とした。 
 
3. 方法 

 研究方法として，Randolph（2009）の質的な

先行研究レビューにおける方法論（8 つのステ

ップ）３）を援用することとする。本研究レビュ

ーは，以下の 8 つのステップの手順で進めた。 
（1） 時系列に沿った記録を作成する 

レビューのプロセスを記録することである。

文献選出の手順や分析過程を記録していくこと

で信頼性と妥当性を高めていくことができる。

本研究では，Microsoft Excelファイルを日付ご

とに保存し，文献選出の手順や分析過程を記録

した。 
（2） レビューの焦点を定義する 

本研究の目的は，研究領域や研究の焦点を超

えて，現職教員の成長に関する研究動向を整理

することにある。しかし，この整理に際しては

先行研究の成果を踏まえる必要がある。この点

に関して言えば，先行研究は，リサーチクエス

チョンと研究方法との整合性の検討や教員の成

長を促す支援策を検討するために必要な研究成

果の整理できていないという課題を抱えていた。

それはまた，共通したリサーチクエスチョンや

研究方法から明らかにされてきた研究成果があ

るにも関わらず，その成果の共有ができていな

い状況であることを示している。 
そのため，以下の 3 つの焦点を定めた。①ど

のようなリサーチクエスチョンで研究が進めら

れてきたのか。②その結果，成長を促した要因

や経験は何だったのか。③それらを明らかにす

るために，先行研究で適用されてきた研究方法

は何だったのか。 
（3） 関連文献の検索をする 
検索語句，論文の質の基準，発表時期を特定

することが先行研究の全体像を把握するとの指

摘（ルーネンベルクほか，2017）を踏まえ，論

文を以下のように検索した。 
検索語句はレビューの焦点をもとに決定し，

発表時期は 1997 年から 2018 年とした。論文の

質の基準として，下記の論文選定基準を設定し

た（第 4ステップ）。論文検索には，日本におけ

る主要な論文データベースである J－STAGE
（検索日：2018 年 4月 29日），CiNii Articles 
(検索日：2018 年 4 月 23，25 日），JAIRO
（Japanese Institutional Repositories Online）
（検索日：2018 年 4月 26日）を用いた。各論

文データベースによる検索方法は，表 1 に示す

通りである。加えて，各論文データベースには

公開されていないが，教師教育研究に関する重

要な論文誌として，日本教師教育学会の日本教

師教育学会年報を検索対象とした 表 1 の方法

で検索した結果，J－STAGE では 2012 編，

CiNii Articles では 5598 編，JAIRO では学術

論文 1896 編，博士学位論文 280 編であった。

検索での重複が 3134 編であったので，対象論

文は合計 6652編であった。 
（4） 検索された関連文献の分類をする 
合計 6652 編から以下の選定基準に従い，論

文を分類し，選出した。 
① 日本学術会議協力学術研究団体に認めら

れている学会の論文誌に掲載されている

査読付き学術論文（学会報告や要旨集な

どは除外），全文取得可能な博士論文：

1143編 
② 教師教育に関する論文：877編 
③ 現職教員を対象としている論文：196編 
④ 総説・ショートレター・レビュー論文な

どを除き，研究方法（収集・分析方法）

が明記されている一次研究の論文：84編 
 上記通り，1 から 4 のすべての選定基準を満

たす論文は 84編であった。加えて，対象期間内

の日本教師教育学会年報の中で上記①から④の

選定基準を満たす論文は 20 編であったので，

本研究の対象論文は 104編とした。 
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現職教員の成長に関する研究動向の分析

表 1 論文データベースによる検索方法 ＊筆者作成

表 2 要約データベース項目 ＊筆者作成 

（5） 選定された文献の要約データベースを

作成する

第 4，5ステップは，文献をデータベースに分

類し，その概要をまとめていくプロセスであり，

反復して作業を行うことを必要としている

（Randolph，2009）。本研究では，第 4ステッ
プの過程で論文概要を確認し，論文リストを作

成する作業を繰り返し行った。その過程で，教

科教育学を専門とする共著者 1名とファースト

オーサーの筆者が選定基準に照らし合わせて，

双方の合意を得た 104編が論文リストに記載さ

れた。その後，その論文リストをもとに，研究

概要を各項目（表 2）に沿ってデータベースを

作成した。

（6） 構成要素を仮説的に特定する

本研究では現職教員の成長に関する研究動向

を把握するため，第 2ステップで定めた本研究

におけるレビューの焦点から，以下の 3 つの構

成要素を特定することとした。

A）リサーチクエスチョン

B）成長を促した要因や経験

C）研究方法

A）と B）の構成要素を分類できる既存の準拠

カテゴリー及び定義がなかったため，継続的比

較法（メリアム，2004）を用いて，帰納的な分

析を行った。他方で C）のデータ収集や分析に

関する研究方法を明らかにするためには，体育

科教師教育研究の研究方法の動向を明らかにし

た四方田ほか（2015）の分析カテゴリーを踏ま

えて作成した（表 3）４）。 
なお，分析を進めていく際に 1 つの研究論文で

あっても，A）から C）の構成要素が複数記述さ

れている場合は，それぞれのカテゴリーに振り

分けた。例えば，小中学校教員といった複数の

属性を対象としている場合，研究結果として複

数の成長を促した経験や要因を示唆している場

合，研究手法として複数の収集方法や分析方法

を用いている場合等である。また博士論文につ

いては複数の研究課題が記載されており，課題

ごとに研究手法やリサーチクエスチョンの違い

がみられるため，研究課題ごとにカテゴリーに

振り分けた５）。

（7）対立する研究結果や解釈を検索する

 定性的な研究においては，対立する結果や解

釈を積極的に検索する必要がある（Randolph，
2009）。本研究では第 6 ステップの分析過程に

おいて，共著者 1名と先行研究における異なる

解釈の有無について協議を重ねた。

論文データベース 検索条件

J-stage

資料種別：ジャーナル
記事の査読有無： 査読あり
記述言語：日本語
発行年：1997年～2018年

CiNii Articles
発行年：1997年～2018年
本文あり

検索語

標題：抄録：キーワード
「教師　成長」，「教員　成長」，「教師　発達」，「教員　発達」，「教師教育」，「教師　学び」，
「教員　学び」，「teacher developm ent」，「teacher learning」，「teacher　education」

教師&成長　O R　教師&発達　O R　教員&成長　O R　教員&発達　O R　教師&学び　O R　教員＆学び　O R
教師教育　O R　teacher&developm ent　O R　teacher&learning　O R　teacher&education

JAIRO

資料種別：学術論文
   　学位論文

発行年：1997年～2018年
本文あり

キーワード：タイトル
「教師　成長」，「教員　成長」，「教師　発達」，「教員　発達」，「教師教育」，「教師　学び」，
「教員　学び」，「teacher developm ent」，「teacher learning」，「teacher　education」

発行年 論文 掲載誌
リサーチ・
クエスチョン

対象者の属性
データ
収集方法

データ
分析方法

援用した
理論モデル

学びや成長を促した要因
や経験、プロセス等
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表 3 研究方法における分析カテゴリーと定義 ＊四方田ほか（2015,p.287）をもとに筆者一部加筆

（8）論文の著者や同じ分野の専門家との協議

第 8ステップでは文献選定や分析過程，結果

について信頼性と妥当性を高めることを求めて

いる（Randolph，2009）。そこで本研究では，

第 1 に，先述した通り分析過程において共著者

1 名と複数回協議を重ね，分析結果を検証し，

修正をした（メリアム，2004）。その後，さらに

同様の研究領域の専門家である他の大学教員 1
名に研究方法，分析結果についてコメントを求

め，本研究の信頼性と妥当性について確認した。

第 2 に，継続的比較法（メリアム，2004）の分

析過程において，分析者の個人内分類一致率が

95％以上であったことにより，理論的飽和状態

と位置づけ，分析を終了した。

分析カテゴリー 定義

研究アプローチ

　量的研究 数量的データを収集分析し，結果が示されている

　質的研究 質的データから収集分析し，結果が示されている

　混合研究 数量的データと質的データから収集分析し，両方のデータから結果が示されている

対象者の属性

　小学校教員 小学校に勤務する現職教員

　中学校教員 中学校に勤務する現職教員

　高校教員 高校に勤務する現職教員

　特別支援学校教員 特別支援学校に勤務する現職教員

　協力教員 管理職，初任者の指導教員等

　大学教員 大学教員，研究者

　行政関係者 教育委員会や教育行政関係者

データの収集方法

質的データ

　インタビュー 個人への（半構造化）インタビューまたはフォーカス・グループ・インタビュー，インフォーマルインタビューも含む

　参与観察 授業や会議，研究協議会等の参与観察，フィールド・ノート

　資料 授業記録，指導計画や指導資料，行政資料，授業日誌，省察ノート等

　発話データ 授業，授業研究会，検討会での発話データ

　自由回答式質問紙 自由回答形式の質問を含む質問紙

　刺激再生法 対象となる事例の録画された映像を対象者が視聴し，調査者からの規定，または派生した質問に答える形式の質的
データ（Byra and Karp，2000；四方田ほか，2015）

　発話思考法 対象者が与えられた課題を遂行しながら，考えていること発言し，その発言の記録や課題遂行の様子の観察の質的
データ（Byra and Karp，2000；四方田ほか，2015）

　映像コメント 対象者自身の映像を視聴しながら，規定の質問に答える形式の質的データ （Byra and Karp，2000；四方田ほか，2015）

　スライド視聴 対象者が1枚または一連の授業場面のスライド写真を見ながら，何に着目したか，どのような現象が生じていたかについ
て，記述または説明している質的データ（Byra and Karp，2000；四方田ほか，2015）

量的データ

　選択回答式質問紙 選択回答形式の質問紙による量的データ

　テスト テスト（成否，スコアの採点）による量的データ

　その他 その他の測定方法や質的データのカウント等の量的データ

分析方法

質的データ

　GTA グラウンデッド・セオリー・アプローチまたは継続的比較法による質的データ分析

　修正版G TA 修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチによる質的データ分析

　帰納的分析法 特定の理論枠組みに基づく分析方法ではなく，テクスト・データに対するオープン・コー ディングによりカテゴリーを生成
し，その関係性を検討し理論を構築する質的データ分析（Thom as，2006；四方田ほか，2015）

　内容分析 大量のテクスト・データからカテゴリーへの分類を通してデータ量を削減し，文脈の要約や言葉の言い換えを通して，そ
の現象の意味を解釈したり理論を構築したりする質的データ分析（Kondracki et al.，2002；四方田ほか，2015）

　分析的帰納法 既存の理論や仮説を元にしたカテゴリーにより演繹的な分析手続きをとるが，分析後もしくは並行して新しい発見や否定
的な事例があれば，帰納的にカテゴリーを検討し修正を伴う質的データ分析（Patton，2002；四方田ほか，2015）

　KJ法 KJ法による質的データ分析

　演繹的コーディング 演繹的コーディング手法（既存の理論枠組みや分析前に設定されたカテゴリーへの分類等）による質的データ分析（四
方田ほか，2015）

　ナラティブ分析 対象者よって語られた物語や経験に着目し，そのプロセスやパターンを再構成する分析。ライフヒストリーやそのほかの
バイオグラフィティー的データを分析に用いられる（フリック，2016）

　事例分析 一つの境界づけられたユニットの集約的で全体論的な分析，ケーススタディにおけるデータ分析（メリアム，2004）（注6）
　談話分析 談話分析による質的データ分析

量的データ 

　推測統計による検定あり 統計処理を行い，有意差等を示している

　推測統計による検定なし 数字やパーセンテージの比較のみを行っている
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4. 結果 

4.1 リサーチクエスチョン 

対象論文のリサーチクエスチョンに関して生

成されたカテゴリーや度数は，表 4 の通りであ

る。ライフヒストリーや教員の「学習や経験」

を事例的に明らかにした研究，研修プログラム

を開発し，そのプログラムの効果検証をした研

究が対象論文の半分を占めた。それらに次いで，

教員の省察変容，省察を促す方法や要因等とい

った「省察」に関する研究が多かった。 
 

4.2. 成長を促した要因や経験 

 対象論文の現職教員の成長を促す要因や経験

に関して生成されたカテゴリーとそれらの度数

は，表 5 に示す通りである。生成されたカテゴ

リーの中でも，「同僚性」，「省察経験」「学習者

に対する認識の再構成」の順に度数が多かった。

 
表 4 リサーチクエスチョンの動向 ＊筆者作成

 
 

表 5 成長を促した要因や経験の動向 ＊筆者作成 

 
 

 

学習や経験
ライフヒストリー，教員の学習や経験の実態，
過程及びそれらを促す要因

30 27.3

研修 研修プログラムの開発と効果検証，研修の機能 26 23.6

省察
省察の実態や変容及びそれらを促す要因，
形成変容過程，初任教員や若手教員と熟練教員との比較

14 12.8

知識
知識の実態，形成，変容及びそれらを促す要因，
形成変容過程，初任教員や若手教員と熟練教員との比較

10 9.1

信念
信念の実態，形成，変容及びそれらを促す要因，
形成変容過程，初任教員や若手教員と熟練教員との比較

8 7.3

思考や認知
思考，意識，イメージ，認知の実態，形成，
変容及びそれらを促す要因，形成変容過程，
初任・若手教員と熟練教員との比較

5 4.5

教授行動や技術
教授行動や教授技術の実態及びそれらを促す要因，
形成変容過程，初任教員や若手教員と熟練教員との比較

5 4.5

アイデンティティ アイデンティティと職能発達の関係 2 1.8
悩み 悩みや困難感の実態やその後の対応と変容過程 2 1.8

その他
レジリエンスとの関係，感情の実態と影響，
授業へのコミットメント，学びへの動機づけ，
学習支援の方策，役割，学習環境，資料活用等

8 7.3

110計

カテゴリー 定義 度数 ％

葛藤（ジレンマ）・困難経験
授業実践，授業研究でのジレンマや困難の経験，
教員生活を通しての困難の経験

15 6.9

知識の再構築経験 新しい知識獲得，既存知識の再構成 14 6.5

信念変容経験 信念の変容 10 4.7

学校外経験 学校外や職務外の研究会参加，長期研修経験 10 4.7

215

省察経験
自己授業実践の省察，相対化，授業映像視聴，
他者の授業観察と省察，協働的な省察，
省察実践サイクル，授業研究・公開，授業成果向上の実感

55 25.6

計

学習者に対する認識の再構成
学習者理解，学習者の反応，学習者への対応，
学習者の変容

37 17.2

役割変容経験 役割期待，学校マネジメント経験，教員としての役割の変化 6 2.8

カテゴリー 定義 度数 ％

同僚性
学校内外コミュニティの協働的な授業研究，
メンターや指導者との関わりや評価，
他者との関わりや評価，初任期や若手期での出会い

68 31.6
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4.3 研究方法 

（1）研究アプローチ 
 対象論文の研究アプローチは，質的研究が量的

研究や混合研究に比べ，多い結果となった。 
 

表 6 研究アプローチの動向 ＊筆者作成

 
 
（2）対象者の属性 
 小学校教員や中学校教員を対象とした研究が多

く，大学教員や行政関係者を対象とした研究はほ

とんどない結果となった。なお，表 7 は，研究課

題 110 個における比率である。 
 

表 7 対象者の動向 ＊筆者作成

 
 

（3）データの収集方法 
 表 8 の質的データは研究課題 83 個における比

率を，量的データは研究課題 52 個における比率

を示している７）。質的データの収集方法として，

インタビューが最も多用されていた。資料や参与

観察も多用されていたが，それらはインタビュー

と併用されている場合がほとんどであった。 
量的データの収集方法としては，選択回答式質

問紙が 76.9％を占めていた。また質的データの自

由回答式質問紙は，量的データの選択回答式質問

紙とともに収集されている場合が多かった。 
 
 
 

表 8 データの収集方法の動向 ＊筆者作成

 
 
（4）データの分析方法 
 表 9 の質的データは研究課題 83 個における比

率を，量的データは研究課題 52 個における比率

を示している７）。質的データの分析方法として，

事例分析や帰納的分析法，演繹的コーディングと

いった分析方法を用いた研究が多い結果となった

８）。 
 

表 9 データの分析方法の動向 ＊筆者作成

  
 
 
 
 

研究アプローチ 度数 ％
量的研究 27 24.6
質的研究 58 52.7
混合研究 25 22.7
計 110

対象者の属性 度数 ％
小学校教員 73 66.4
中学校教員 38 34.5
高校教員 19 17.3

特別支援学校教員 5 4.5
協力教員 5 4.5
大学教員 1 0.1
行政関係者 0 0
計 141

質的データ 度数 ％
インタビュー 56 67.5

資料 28 33.7
参与観察 22 26.5

自由回答式質問紙 15 18.1
発話データ 10 12.0
映像コメント 4 4.8
刺激再生法 3 3.6
発話思考法 1 1.2
スライド視聴 0 0.0

計 139

量的データ

選択回答式質問紙 40 76.9
その他 17 32.7
テスト 2 3.8
計 59

質的データ 度数 ％
事例分析 24 28.9

帰納的分析法 19 22.9
演繹的コーディング 15 18.1

ナラティブ分析 13 15.7
G TA 6 7.2

修正版G TA 4 4.8
KJ法 3 3.6

分析的帰納法 2 2.4
談話分析 2 2.4
内容分析 2 2.4

計 90

量的データ 

推測統計による検定あり 32 61.5
推測統計による検定なし 20 38.5

計 52
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5. 考察 

5.1. リサーチクエスチョンの動向 

 教員の「教授行動や技術」のカテゴリーが生成

されたものの，教員が保持する暗黙的・実践的な

「思考や認知」，「知識」や「信念」のカテゴリー

の度数が多くみられた（表 4）。特に抽出論文の多

くでは，教員が持つ「知識」や「信念」がその成

長過程に深く関わっていることが明らかにされて

いる（鹿毛ほか，2016；朝倉，2016；小笠原ほか， 
2014；清道ほか，2013；岸野・無藤，2006；石川・

河村， 2001 など）。この傾向は，教師教育研究が

1970 年代後半以後に見られた教授行為の訓練と

いう行動主義的視点から教員自身の認知的視点に

着目した研究へ移行した（秋田 1992；姫野 2013）
影響を受けていると考えられる。しかし、教員に

求められる「知識」や「信念」は自動的に形成さ

れるわけではない。その変化を生み出す要因とし

て教員の「学習や経験」「研修」というカテゴリー

が生成され，それらをリサーチクエスチョンとし

ている研究が多いことが推察される（表 4）。それ

はまた，日々の「学習や経験」から成長していく

主体として教員を捉え，それらを支える「研修」

を対象とした研究に対する関心が高まっているこ

とを示唆している。 
これらは，我が国において，世界の教師教育と

の比較研究がなされるようになった 1980 年代に

Continual professional development: 生涯を通

じた継続的な専門職としての職能発達という概念

が本格的に使用されるようになったことが背景に

ある（今津，1996b）。また，教育職員養成審議会

第 3次答申の指摘に対応した動きとも考えられる。

特に 2000 年以降，教員としての成長過程を教員

の学習過程として捉える視点が教師教育の基本的

な認識になった（秋田，2009；朝倉，2016）こと

もその一因と考えられる。ここで着目された観点

が「省察」であった。それは，ショーン（2001）
の省察的実践家としての実践的思考スタイルの提

唱が基盤となっている。また坂本（2007）は，現

職教員の学習過程においては，経験から学習して

いく行為の中心に「省察」が位置づくと指摘して

いる。このような認識を受け，現職教員という専

門家９）が成長していくプロセスを明らかにするた

めには，「省察」が教員の学習の過程として注目を

集めるようになってきたと考えられる。 
 
5.2 成長を促した要因や経験の質 

 表 5 に示すように，現職教員の成長を促した要

因や経験として，「省察経験」，「信念変容経験」，

「知識の再構築経験」というカテゴリーが生成さ

れた。それはまた，教員の学習過程の省察に着目

し，教員の保持する信念や知識の実態，形成や変

容過程を捉えてきた研究，またそれらの形成や変

容に影響を与えた要因を検討した研究が多く実施

されてきたことを示唆している。 
しかし，ただ単に「省察経験」を積めば「信念

変容経験」や「知識の再構築経験」をするわけで

はない。生成されたカテゴリーが示すように，教

員は日々，実践と省察を繰り返す中での「葛藤（ジ

レンマ）・困難経験」から，「学習者に対する認識

の再構成」を繰り返している。またその過程を通

して自身の信念を変容させ、知識を再構築してい

る。それらが結果として教員の成長を促している

といえる（中村，2016；黒羽，1999；徳舛，2007
など）。 
上記のような「省察経験」を促し，「葛藤（ジレ

ンマ）・困難経験」を乗り越えていく要因として指

摘されたのが「同僚性」である。しかし，「同僚性」

の内容は多岐にわたっている。指導者や先輩教員

といったメンターとの関わり（後藤，2013；加登

本・辻，2016；石川・河村，2001 など），学校内

コミュニティでの関わり（村上，2017；栫井，2017
など），学校外コミュニティでの関わり（大越，

2013；姫野・益子，2015）等がこのカテゴリーに

含意されていた。加えて「同僚性」については、

両義的に機能していることが報告されている。例

えば，熟練教員のネガティブな特徴も一緒に学習

される可能性（北田，2008）や学校内外コミュニ

ティにおける指導者や他者からの評価が全くない

授業研究の存在（鈴木，2010）が指摘される一方

で，「意味ある他者の存在」が成長の要因となるこ
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とが指摘されている（黒羽，1999）。それはまた，

「他者がいれば教師が成長できるわけでなく，他

者と自己との間で構築される組織の在り方が重要」

（成家ほか，2018）になることや同僚とどのよう

な関係を構築し、それを肯定的に機能させるのか

が重要になることを示唆している。特に，形骸化

された授業研究（鈴木，2010）や実施されている

授業研究のすべてが成功しているとはいえない現

状（鹿毛ほか，2016），学校内外での研修に対する

消極性（後藤，2013；住本・岡出，2015）が指摘

されていることを踏まえれば，今後は，教員の成

長を促す「同僚性」や学校内外のコミュニティで

行われる研修の在り方，�協働的な授業研究や省察

の在り方が一層問われるようになっているとも考

えられる。したがって，教員の成長を支える学習

や経験を促すシステムの構築は喫緊の研究課題と

いえるだろう。なお，この点で参考になるのは，

教員の成長を促した経験として，「学校外経験」，

「役割変容経験」というカテゴリーが生成された

ことである（表 5）。「学校外経験」とは，学校外

での研究コミュニティ参加や長期研修経験等であ

る。大越（2013）は，職能発達を考える時に，成

長できると感じられる学校外の学びの場を持つこ

との重要性を明らかにし，学校での立場の変化が

学校外で学び始める契機となることを示唆してい

る。また岸野・無藤（2006）は，長期研修によっ

て「自分の力や役割を自覚し，さらなる研鑚へ向

かう姿勢が見られた」事例を報告している。 
ここで示唆されている，「役割変容経験」といっ

た職場環境に関する要因と「学校外経験」といっ

た学習機会に関する要因は，密接なつながりを持

っている。自身に対して異なる役割を担うことで，

自身の知識や技能，価値観を振り返る機会を得る

ことが可能になることやそこで肯定的な経験を得

ることにより教員の成長が一層促されるとも考え

られる｡それはまた，教員の成長プロセスを教員自

身の取り巻く環境や社会文化的条件とともに解明

する必要性（鹿毛，2017）を示唆するものといえ

る。 
  

5.3 研究方法の動向 

5.3.1 研究アプローチの傾向 

 以上の知見は、研究方法の多様化によって生み

出されてきた。実際，質的研究と混合研究は，本

研究で抽出された論文の 75.4%を占めている（表

6）。教員の成長に関する論文では，多くの研究が

質的データを用いていたといえる。この理由は，

各研究のリサーチクエスチョンと関連づけると解

釈可能になる。抽出された多くの研究では，教員

の内面や，学習や経験のプロセス，それらの背景

にある社会的，文化的環境や条件を解明していく

ことをリサーチクエスチョンにしていた。それら

の研究では，具体的な時間や歴史性，空間的な文

脈の具体性，固有で特殊な中での意味の解釈が重

視されるので，質的研究が向いていると指摘され

ている（秋田，2007）。また質的研究は，仮説生成

型の研究や探索的研究に適しているとの指摘もあ

る（中嶌，2015）。この指摘から，量的研究を進め

ていくための質問紙を構成する仮説や理論が確立

されていない状況も考えられるだろう。このよう

なことから，教員の成長を捉える研究において，

質的研究が重要な研究アプローチになってきたこ

とが示唆されたといえる。 
一方で，本研究で抽出された混合研究の研究課

題 25 個中，2008 年以降の研究が 16 個あり，こ

の 10 年で混合研究が増加傾向にある。この結果

は，量的研究を進めるための仮説や理論が徐々に

明らかになってきたとも考えられる。したがって，

今後の教師教育学研究において，質的研究と量的

研究の両者の利点を取り入れた混合研究が有効に

なり，統合的に信頼性と妥当性を高める研究手法

として重要度が高まってくる（紅林，2017）と考

えられる。 
 
5.3.2 対象者 
中学校教員と高校教員を対象とした研究課題は，

110 個中 57 個であることも示されたが，中高教

員を対象とした研究が 6 個あり，重複して振り分

けられたため，多く示された。そのようなことか

ら，対象者は，小学校教員が多数を占めていたと
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いえる（表 7）。この結果から，教科担任制の中学

校・高校教員が対象とならなかったことが考えら

れる。また，小学校を含めたすべての校種におい

て，教科を絞った研究課題は 28 個と少ない状況

であった。そのことから，教科を絞ってしまうと

各中学校や高等学校では，対象となる教員の人数

確保や選定が困難になってきたと考えられる。さ

らに，中学校・高等学校では小学校と比較すると

授業研究の実施率が低いことや高等学校では校内

研究を行うための全校的な組織の設置が 3割に満

たないという現状（国立教育政策研究所，2011）
を踏まえる必要がある。その結果，学校段階が上

がっていくほど，授業改善といった自己を成長さ

せていく機会が少なく､またその取り組みに消極

的になっていることが影響している可能性が示唆

された。このような状況の打開策の検討に向けて

は，教科を絞り，校種を超えた教員の成長過程を

捉えていくことが求められよう。 
 
5.3.3 データの収集方法 

 質的データの収集方法として，67.5％の研究が

インタビューを用いている（表 8）。収集方法とし

て，インタビューが多い傾向は，体育科教師教育

研究の研究方法の動向を調査した四方田ほか

（2015）の結果と一致する。また四方田ほか（2015）
が指摘するように質的研究の信頼性と妥当性を高

める方策として，トライアンギュレーションへの

志向の高まりが示唆された。実際，3種類以上（例：

インタビュー，参与観察，資料など）のデータの

収集方法が選択されている研究課題がこの前後

10年間で6個から16個に増加していた。加えて，

方法のトライアンギュレーション（フリック，

2011）の方略として，選択回答式質問紙等の量的

データ収集と自由回答式質問紙やインタビュー，

発話データといった質的データ収集を 3種類以上

組み合わせた混合研究も前後 10 年間で 1 個から

6 個に増加していた。この点からもトライアンギ

ュレーションの志向の高まりが窺える。 
  

5.3.4 データの分析方法 

 質的データの分析方法としては，細分化してい

るが，GTA や修正版 GTA，帰納的分析法などの

帰納的にカテゴリーを生成し，理論を構築してい

くといった帰納的分析方法が多用されていた（表

9）。加えて，ライフヒストリー分析といったナラ

ティブ分析，ある特定事例を対象にその具体的な

経験と文脈を描き出すことを目的にした事例分析

が多くみられた（表 9）。 
帰納的な分析方法やナラティブ分析，事例分析

が多用されている点は，教員の省察や信念，経験

や学習のプロセスなどをリサーチクエスチョンに

していたことと関係している。複雑な状況や背景

の理解を目指す研究は，実際の文脈性を保持した

分析が必要であり（秋田，1992），その個別性が重

視される。そのため，既存の理論的枠組みでは説

明が十分にできない場合や枠組み自体が存在しな

い場合が考えられるからである。それらリサーチ

クエスチョンを解明していくためのアプローチと

して帰納的な分析方法（四方田ほか，2015）やナ

ラティブ分析や事例分析の有効性（朝倉，2016；
高井良，2017）がこれまでも指摘されてきた。本

研究の結果は，その傾向を裏付けるものであった。 
一方で，既存の理論的枠組みや分析前に設定さ

れたカテゴリーへの振り分けを行った演繹的コー

ディングもみられた。特に教員や児童生徒の授業

における発話や行動を分類，比較した研究（高木，

2009；芥川・澤本，2003 など）や研究協議会での

発言，授業後や振り返りでの発言を分類した研究

（坂本，2012；小笠原ほか，2014 など）にそれが

用いられていた。また，これら多くの演繹的コー

ディングを用いた研究では，既存カテゴリーにコ

ーディングされた質的データを振り分け，場面に

応じてカウントし，数量の変化を捉える量的デー

タとして結果を示していた（研究課題 15 個中 8
個）。 
しかし，このような演繹的コーディングのみで結

果を示す研究は少なく（2 個），その他の量的デー

タ，質的データと組み合わせる場合が多い（13 個）

ことが示された。このことから既存の理論を援用
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する演繹的コーディングは，信頼性と妥当性を高

めるトライアンギュレーションの方策の 1 つとし

て用いられていることが多いと示唆された。

6. 本研究のまとめ

本研究の目的は 1997 年から 2018 年の約 20 年

間における国内学会誌，博士論文を対象に，現職

教員の成長に関する研究動向を分析整理し、今後

の研究の方向性について示唆を得ることであった。

その中で抽出された論文 104編（研究課題110個）

を対象に，リサーチクエスチョン，成長を促した

要因や経験，研究方法を視点とし，研究動向の分

析を行った結果，以下の示唆が得ることができた。 
 抽出された現職教員の成長を対象とした研究で

は，教員の「学習や経験」や，それらを支える「研

修」をリサーチクエスチョンとしている研究が多

く，研究の関心が教員の学習過程に向けられてい

た。そこで，教員の成長過程を学習過程と捉え，

それを明らかにするためには，教員の「省察」に

焦点を当て，取り巻く環境や社会文化的条件とと

もに解明していく研究を進めていく必要性が示さ

れた。加えて，教員の成長を促す要因として「同

僚性」が多く指摘されてきたが，成長に寄与する

「同僚性」とは如何なるものであるのか。学校内

外のコミュニティで行われる研修や協働的な授業

研究，省察の在り方が研究の課題として残ってい

ることが示唆された。

研究方法の動向の結果から，質的データを用い

た研究が 75.4％となっており，教員の成長に関す

る研究では質的データの適用が重要であることが

示された。また近年，混合研究が増加傾向にある

ことも確認できた。これらは，質的・量的データ

それぞれの利点を活用した多元モデルが有効にな

るといった紅林（2017）の指摘を裏付ける結果と

なった。またリサーチクエスチョンと研究方法の

整合性から，研究対象に応じて研究方法がより適

切に変化してきたことが質的研究と混合研究の増

加から指摘できるだろう。しかしながら，依然と

して，質的データのみを用いた事例分析や帰納的

分析，ナラティブ分析が多用されている。これら

の分析方法は，確たる理論が確立されていない実

態解明型の研究（中嶌，2015）に向いている。こ

の結果から，未だ探索的に複雑な実態を解明して

いく研究が求められていることが指摘できる。こ

のことから，質的データを用いた探索的研究の蓄

積の必要性についても示唆されたといえる。

また，上記のような質的研究では，混合研究の

ように複数のデータ収集や分析方法の信頼性を確

保する手続きが取られてきたことも明らかとなっ

た。それらから，四方田ほか（2015）が指摘する

ように，トライアンギュレーションへの志向の高

まりが本研究の結果からも示された。

他方で，研究対象者の偏りが明らかとなった。

また教科を絞った研究課題が 28個と少なさから，

教科を絞り，中学校教員や高校教員を対象に含め

た研究が求められていることが示唆された。

上記のように，教科を絞り，教員の成長を捉え

ていく研究が求められていく中で，各教科教育に

おける現職教員の成長に関する研究動向を整理し

ていく必要があるだろう。なぜなら，本研究で示

された結果は，全般的な教員の成長に関わる要因

であり，各教科における特性や共通性を明らかに

したものではない。その点から，教科の専門家と

しての成長に関する研究成果を示すことができて

いない。例えば，校種を限定せず，体育科といっ

た固有の教科に着目し，教員の成長過程を確認で

きることで，他教科の指導能力を含めた専門家と

しての成長過程を改めて明らかにすることができ

るのではないかと考えられる。またそれは，体育

科以外の各教科教育における教員の成長を検討し

ていくにあたっても有用な知見になるだろう。

また，本研究では，リサーチクエスチョンや成

長を促した要因や経験の各カテゴリーを同列に抽

出した。本研究の発展としては，各カテゴリーの

相互関係に着目した分析をすることで，より詳細

なリサーチクエスチョンの傾向や課題と成長を促

した経験や要因を明らかにすることができると考

えられる。

これらの検討については，今後の課題としたい。 
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注 

1）本研究における研究領域とは，教育哲学，教育

制度学，教育方法学，教育心理学，教師教育学，

教育工学，教育社会学，教育経営学，教科教育

学，認知心理学等といった学問分野を指す。 
2）本研究における研究の焦点とは，知識，信念，

意思決定，省察等といった教員の成長を捉え

る枠組みを指す。 
3）Randolph（2009）が示した 8 つのステップと

は，①データの収集分析記録の作成，②レビュ

ーの焦点やリサーチクエスチョンの決定，③

関連文献の検索，④関連文献の分類，⑤関連文

献の要約データベースの作成，⑥リサーチク

エスチョンの構成要素を仮説的に特定，⑦対

立する研究結果や異なる解釈の有無を検索す

る，⑧同じ研究領域の専門家や資料提供者と

レビュー結果の共有と確認，のことである。 
4）四方田ほか（2015）が用いた分析カテゴリー

は，Patton（2002）やフリック（2011），メリ

アム（2004）といった汎用性の高い質的研究方

法の先行研究を参考に作成されたものである。

そのため，本研究における研究方法の構成要

素を特定する場合に，信頼性と妥当性が担保

できると考えた。そこで本研究では，四方田ら

（2015）が用いた分析カテゴリーに，分析方法

としてカテゴリー化されていなかった修正版

GTA，KJ 法，ナラティブ分析，事例分析を加

筆した。 
5）抽出した博士論文の研究課題と抽出した雑誌

論文の研究課題が同一の著者で重複している

場合は，博士論文の研究課題について除外し

た。 
6）研究方法として，エスノグラフィーや事例分析

と記述がある論文，特定の理論的枠組みをも

つ分析方法の記述がなく，テクスト・データに

対するオープンコーディングによるカテゴリ

ー化も行われていない論文は，「事例分析」と

いうカテゴリーに分類した。 
7）研究課題 83 個は質的研究と混合研究の合計で

あり，研究課題 52 個は量的研究と混合研究の

合計である。 
8）質的データを演繹的コーディングし，カウント

等で量的に結果を示している場合は，分析方

法として，演繹的コーディングと量的データ

分析それぞれのカテゴリーに振り分けた。 
9）本論文では，高橋（2002）で示された「1)範囲

が明確で，社会的に不可欠な仕事に独占的に

従事する，2）高度な知的技術を行使する，3）
長期の専門教育を必要とする，4）個人的にも，

集団的にも自律している，5）自律の範囲内で

行った判断や行為について直接責任を負う，6）
自治団体を結成している，7）適用の仕方を具

体化した倫理要綱をもっている。」職業のこと

を「専門職」と定義し，「専門家」はその専門

職に従事している者と定義する。 
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